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 特別企画 戦禍を逃れて⼀年 
 ウクライナ避難者が⾃ら語る「いま」「これから」 

 講 評 
   

 国際基督教⼤学教養学部教員 ⼤森佐和 

 2023年の2⽉28⽇に⾏われた「戦禍を逃れて１ 

 年―ウクライナ避難者が⾃ら語る『いま』『これ 

 から』 」と題したシンポジウムは、タイトルが 

 ⽰す通り、ロシアによるウクライナ軍事侵攻で突 

 如国を離れざるを得なくなったウクライナからの 

 避難⺠の⼈々が、当事者として、⽇本での⽣活に 

 おける課題と、これからの⽇本社会に対する期待 

 と⾃分たちがどう⽇本社会に貢献してゆきたいか 

 に関する希望を、⾃らの⾔葉で語ったという意味 

 でとても意義深い会であった。 

 第１部では、⽇本YMCA同盟がウクライナ避難 

 ⺠⽀援を⾏うこととなったのは、ある⽇突然ウク 

 ライナからの⽇本への避難を⽀援してほしいとい 

 う電話を受け、ヨーロッパYMCAとの連携で来⽇ 

 ⽀援を⾏ったのがきっかけであった。2022年7⽉以 

 降、⽇本YMCA同盟は、東京都⽣活⽂化スポーツ 

 局・東京都つながり創⽣財団とともに、東京都ウ 

 クライナ避難⺠マッチング⽀援事業「ポプート 

 ヌィク・トーキョー」（以下マッチング⽀援事 

 業）の⼀翼を担い、都営住宅に住むウクライナ避 

 難⺠への訪問と課題の聞き取りを⾏い、延べ434件 

 のマッチング⽀援を⾏ってきた。このマッチング 

 ⽀援事業で⾒えてきた現在のウクライナ避難⺠の 

 多様な現状と、東京における避難⺠⽀援における 

 課題の変遷が⽇本YMCA同盟から報告された。 

 2022年2⽉末現在、都営住宅に避難している328 

 名の避難⺠の内訳の年代や世帯構成はさまざまで 

 ある。⼀⼈世帯が54.7％と最⼤を占めており、そ 

 の年代は多様である。18歳、19歳、20代のような 

 語学学校やアルバイトに忙しいといった世代もい 

 る⼀⽅、⽇本にもともといたウクライナの⼈々が 

 呼び寄せた60代、70代の⽼親の⼀⼈暮らしや⽼親 

 のみで暮らしている世帯もいる。また、⺟⼦世帯 

 でも幼稚園や⼩学⽣の⼦どもの学校の宿題に⼾惑 

 う⺟⼦世帯から、すでに10代で、⽇本語にすぐに 

 はなじめず苦悩する中⾼⽣を持ち、将来の進学に 

 不安を覚える⺟⼦世帯もいる。そのため、⽇本語 

 教育に対するニーズや教育における不安も、⼦ど 

 もや親の年代によってさまざまである。 

 最近では、60代、70代の⽼親を呼び寄せて健康 

 不安が顕在化する例が増えている。⽼親を⽀える 

 側の⽇本に従来暮らしてきたウクライナ⼈の家族 

 が、さらに介護や年⾦の問題が顕在化するだろう 

 将来に、こうした課題に対して持ちこらえられる 

 のかという課題も浮かび上がった。そして、東欧 

 諸国であるウクライナは⽇本より近年の急成⻑に 

 おいて⼥性の社会進出が⽬覚ましく、看護師やエ 

 ンジニア、ＡＩ技術者など専⾨性の⾼い職として 

 働いていた⼥性が、戦争で仕事を突然中断せざる 

 を得ず、語学もわからない⽇本にやってくると、 

 安定的な就労の⾒込みがたたず、将来への不安を 

 抱えている⼥性が多くいる。とりわけ、語学学習 

 の困難さ、同等の専⾨職を得る困難さから、⼤き 

 なストレスと喪失感を抱える40代、50代の⼥性が 

 直⾯する困難は、⺟⼦世帯か⼀⼈世帯かを問わず 

 深刻である。 

 こうした仕事を突然失うことを余儀なくされた4 

 ⼈の⼥性たちが、「⾃らの技術や職業的専⾨性を 

 還元できないか︖」「私たちも社会と専⾨性を 

 持った仕事を通じてつながりたい」、「⽇本社会 

 に貢献したい」と避難⺠当事者として声を上げ 

 た。彼⼥たちからは、就労や教育などに関する、 

 リアルな現状が訴えられた。特定活動ビザの更新 

 がなされるかという不安に⼀年ごとに⾒舞われる 

 状態では⻑期的展望が⽴てづらいという指摘がな 

 された。また、例えば美容師などのようなさまざ 

 まな専⾨資格を持っていても、⽇本語がわからな 

 い⽇本では活かすことができない現状が報告され 

 た。またウクライナ⼈の持つ⾼いＩＴソフトプロ 

 グラム開発の技術を活かして、⽇本語もできるウ 

 クライナ避難⺠にIT技術のトレーニングを⾏い、 

 ⽇本のＩＴ企業に紹介する希望があると、すぐに 

 採⽤すべきだろう有意義な提案もなされた。その 

 ほか、⽇本とウクライナのダブルスクールによっ 



 てストレスを受けてしまっている⼦どもの教育の 

 現状も、⺟親としての⼼配も等⾝⼤の⾔葉で語ら 

 れた。 

 このようにウクライナ避難⺠の⼈たち⾃⾝がさ 

 まざまな課題や不安や要望を⼝にして発⾔し、そ 

 れを⽇本の市⺠や⽀援者が直接聞ける機会を設け 

 られたこと⾃体が、マッチング⽀援事業におい 

 て、避難者当事者と⾃治体や⽀援団体との信頼関 

 係が構築されている事実を⽰している。今後こう 

 した避難⺠⾃⾝の声を⽇本の社会に届けてゆくこ 

 とは、ウクライナ避難⺠受け⼊れに対する協⼒者 

 を増やし、⽇本社会の避難⺠受け⼊れの課題を考 

 えていくうえでも重要であろう。 

 ここで語られた、専⾨性を持った仕事をしてい 

 たものの戦争により仕事を失い、⽇本で安定的な 

 仕事が得られないウクライナ避難⺠⼥性の葛藤 

 は、実は出産や⼦育てを気に職場をやめたあと、 

 社会復帰しようと思っても専⾨性を活かした安定 

 した雇⽤がみつかりにくい⽇本の⼥性の経験と重 

 ならないであろうか。年齢を問わず、時間が経っ 

 ても⼀から訓練をやりなおして、以前持っていた 

 資格や専⾨性を活かして就職することは、⽇本で 

 は実は⽇本語ネイティブでも難しいのではない 

 か。そのためウクライナの⼈たちが問いかける課 

 題は、実は⽇本社会が抱える私たちに共通の課題 

 として提起されているのではないか︖⽇本企業に 

 も、ジョブ型雇⽤への転換、ワークライフバラン 

 スの推進などの働き⽅改⾰が求められている時代 

 である。いくつになっても安定した雇⽤を得られ 

 るようなやり直しのできる社会、たとえ失敗して 

 も敗者復活のできる社会を雇⽤の⾯から創ってゆ 

 くことは、⽇本が⽼若男⼥を問わず働きやすい社 

 会を作ってゆくことにつながり、ウクライナの 

 ⼈々の活躍の場を広げることにもつながっている 

 と思われる。 

 さらに会の第⼆部では、ウクライナ避難⺠が直 

 ⾯するさまざま課題に対する⽀援を⾏ってきた⽀ 

 援組織として、⾏政から東京都⽣活⽂化スポーツ 

 局、⾮営利組織として⽇本YMCA同盟と、⼤分別 

 府を拠点とするNPO法⼈ビューティフル・ワール 

 ド，認定ＮＰＯ法⼈難⺠を助ける会の4者によるパ 

 ネル・ディスカッションが⾏われた。地⽅・都市 

 部の⼈の関係性の違いとそれによって必要な⽀援 

 の違いがあることが指摘された。⽥舎の顔の⾒え 

 る関係は、⾞の運転など特有の地⽅での必要な課 

 題が出てくる⼀⽅、東京ではつながりが薄すぎる 

 中、どう関係をつないでゆくかに注⼒して東京都 

 ウクライナ避難⺠マッチング⽀援事業が⾏われて 

 きたことが報告された。 

 東京都でウクライナ避難⺠を受け⼊れている38 

 の⾃治体では、それぞれの⾃治体が従来どの程度 

 外国⼈の住⺠に対する⽇本語教室提供や⽣活⽀援 

 を⾏ってきたかなど、各⾃治体による外国⼈受け 

 ⼊れの対応にはさまざまな違いが当然ある。しか 

 しこうした濃淡も⾃治体の努⼒で改善してきた。 

 また⽇本YMCA同盟が現状や⽀援のニーズを把握 

 し、東京都がこれらの現状に応えるために区や市 

 と連絡をとり関係各所を調整する役割を果たして 

 きた。そして、つながり創⽣財団は避難⺠への必 

 要な情報提供を⾏ってきた。このように、⾃治体 

 による⽀援においても、東京都のレベルと区や市 

 町村のレベルでの重層的な組織連携があり、さら 

 に直接⽀援を提供している各地のNPOや⾃治会、 

 ⼈々と連携してネットワークを構築している。こ 

 うしたさまざまな官⺠の組織が重層的にウクライ 

 ナ避難⺠を⽀援してゆくというのは、このウクラ 

 イナ避難⺠の⽅たちの受⼊れを成功させてゆくう 

 えでの重要なポイントであると考えられ、今後も 

 各地でこうした多層的な多様なネットワークを保 

 持してゆくことが、避難⺠の受⼊れを続けてゆく 

 うえで求められているといえる。 

 また、認定NPO法⼈難⺠を助ける会も指摘して 

 いたように、ウクライナ避難⺠に対する⽀援を、 

 ウクライナは特別だからで終わらせるのではな 

 く、むしろこのウクライナ避難⺠受け⼊れの経験 
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 での課題も成果も踏まえ、他の国々からの難⺠や 

 移住労働者の受⼊れを改善してゆくことが求めら 

 れる。アフガニスタン、シリア難⺠などの紛争 

 や、⼲ばつや洪⽔などの地球温暖化の気候変動に 

 よる難⺠など、難⺠を⽣む原因も多様化し、増加 

 の⼀途をたどっている。ウクライナからの避難⺠ 

 の⼈たちとつながり、その課題を共有してゆくこ 

 とは、多様な⽣き⽅を受け⼊れる⽇本社会への変 

 ⾰へとつながり、誰⼀⼈取り残さないというSDG 

 ｓ（持続可能な国際開発⽬標）を達成してゆく努 

 ⼒にもつながると確信している。 

 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
 YMCAウクライナ避難者⽀援プロジェクトアドバイ 

 ザー 
 東京都ウクライナ避難⺠マッチング⽀援事業 

 「ポプートヌィク・トーキョー」協⼒者 

 １．ウクライナ避難者をめぐる全体概況報告 
 （⽇本YMCA同盟ウクライナ避難者⽀援 

 プロジェクト責任者︓横⼭由利亜） 

 みなさん、こんにちは。時間になりましたので 

 「特別企画」戦禍を逃れて⼀年、ウクライナ避難 

 者が⾃ら語る「いま」、「これから」を始めま 

 す。本⽇、進⾏をつとめます⽇本YMCA同盟、横 

 ⼭由利亜です。よろしくお願いします。 

 まず本⽇のタイムスケジュールをご説明しま 

 す。三部構成になっています。第⼀部、ただいま 

 から３時までの時間を⽤い、最初に私のほうから 

 「ウクライナ避難者をめぐる全体概況報告」を⾏ 

 います。続きまして、ウクライナ避難者のお⼆⼈ 

 に登壇いただきご発題をいただきます。後程、ご 

 紹介をいたしますが、ベルナツカ・ユリヤさん 

 と、ウリバチョバ・イリーナさんです。本⽇、ウ 

 クライナ避難者の⽅が14名ご出席くださっていま 

 すので、フロアからもコメントを求めながら進め 

 てまいります。 

 休憩を挟み、第⼆部ではウクライナ⽀援他、団 

 体や⾏政の第⼀線でご活躍の皆様3名、東京都の村 

 ⽥さん、NPO法⼈ビューティフルワールドの⼩野 

 さん、難⺠を助ける会の櫻井さんをお迎えして 

 「私たち⽇本社会が問われていること」と題し 

 て、パネルディスカッションを⾏います。その 

 後、この場所にて交流・情報交換を予定しており 

 ます。 

 なお、本⽇の⾔語ですが、事前に原稿のあるも 

 のはそれぞれ翻訳して投影します。発題者のお⼆ 

 ⼈はウクライナ語で発題されますが、その他の部 

 分は⽇本語・ロシア語通訳を⼊れて進めます。 

 本⽇はセミクローズドの形とし、すでに私共と 

 信頼関係のあるウクライナ避難者、⽇本の⽀援団 

 体・⾏政・YMCA・個⼈の皆様、そしてメディア 

 の皆様となります。 

 メディアの皆様にはお願い事項を事前に配布し 

 ておりますが、センシティブな内容も含みますの 

 で、何卒ご理解の上、ご協⼒をよろしくお願いし 

 ます。 

 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

 （動画紹介）7分33秒 

 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

 ◆  はじめに 

 ロシアによるウクライナ侵攻から１年。誰も本 

 当に戦争になるとは、そしてこれほど⻑期化する 

 ことは想定していませんでした。その中で今⽇、 

 ここにお集まりの皆さんと何をわかち合うか、企 

 画にあたりギリギリまで悩みました。確信を与え 

 てくれたのは⼀昨⽇お宅に訪ねたウクライナ避難 

 者からの⾔葉でした。「わたしたちは、もはやか 

 わいそうな存在ではない。私にできることをやっ 

 て、⽇本社会に返したい」。映像にも登場した 

 ヴィラさんです。ありがとう。 

 いま、⽇本政府や⽀援⾏政・団体にとっても 

 「転換点」に⽴っています。遠く1万キロ離れた⽇ 

 本で、世界でも群を抜く異例の緊急⽀援策を打ち 
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 出し、2,300⼈を受けいれて来ました。⼀年近く 

 たった今、⽇本政府や⾃治体の⽀援策、NPOや団 

 体、専⾨家などの⺠間の働き等を振り返り、この 

 間に浮き彫りになった外国⼈が暮らしていく上で 

 の⽇本社会の課題にも向き合うタイミングではな 

 いかと考えます。 

 当事者の前で彼らをめぐる概況報告はとても緊 

 張しますが、最初に、私から⾒たこの１年を振り 

 返り、彼らにも⽇本で何が起こっていたかを知っ 

 てほしいと願っています。メディアの皆様にもぜ 

 ひ振り返りの報道へのご協⼒をお願いしたいで 

 す。そして、避難者をめぐる課題を後半に提⽰し 

 ますが、ここにいる皆さんが共に乗り越える仲 

 間・パートナーとして聞いてくれることを期待し 

 ます。 

 ◆  YMCAのウクライナ避難者⽀援の始まり 

 YMCAのウクライナ避難者⽀援活動は3⽉4⽇に 

 戦争前から埼⽟で暮らすウクライナ⼈からの⼀本 

 の電話で始まりました。⺟親を⽇本に避難させた 

 いが、⾼齢であること、戦禍の移動や渡航に不 

 安、「戦争はすぐ終わる」と渋ってること。 

 YMCAならそのグローバルなネットワークや災 

 害・紛争時の⼈命救助のノウハウがあって助けて 

 くれるのではないかとの相談でした。当時数⼗万 

 ⼈単位のウクライナ⼈が国境を⽬指して移動、そ 

 の中から⼀⼈の⽅を⾒つけ出し無事に来⽇させる 

 ことができるのか。まったく不明でしたが、 

 YMCAはウクライナ、ポーランド、モルドバにも 

 あり、侵攻当⽇から救助活動をしていましたの 

 で、すぐに連絡を取りました。約３週間かけて無 

 事に⽇本に到着することができ、これがニュース 

 で放映されると戦争前から⽇本で⽣活しているウ 

 クライナ⼈（在⽇ウクライナ⼈）、そのほとんど 

 が⽚⾔の⽇本語を話す⼥性でしたが、昼夜電話が 

 鳴りやまず、次に現地ドネツクやハリコフからも 

 「いま、爆撃を受けていて⼦どもが感染症だ、助 

 けてほしい」といった連絡が⼊るようになりまし 

 た。 

 緊迫感の中で、しかも１ケースずつ事情や家族 

 構成が異なり、⼀つ間違えばいのちに関わりま 

 す。私たちはヨーロッパのYMCAと密に連携し、 

 来⽇避難⽀援は163名に上ります。この避難のため 

 の費⽤は全国のYMCA関係者や市⺠の⽅々の募⾦ 

 で⾏われたこと、YMCAのグローバルネットワー 

 クを誇りに思います。 

 ◆  異例の⽇本政府の対応 

 この間、⽇本政府（法務省・外務省始め）、在 

 外⼤使館はフル稼働し、緊急的に数⽇でVISAを発 

 ⾏し、政府専⽤機も⽤意。このニュースが国際的 

 に流れたときはこちらへの相談が⼀気に増えるも 

 情報ルートが錯綜しました。⽇本財団が⼤規模な 

 ⽀援策を、そして⽇本政府も「⽇本に家族や親類 

 など⾝寄りがなくても来⽇避難受⼊れる」施策を 

 打ち出しました。 

 もともと戦争前から⽇本で暮らすウクライナ⼈は 

 法務省統計では2,000⼈で、11⽉時点で避難者の数 

 はそれを上回りました。この緊急来⽇避難の相談 

 は4⽉-6⽉がピークとなりましたが、いまも続いて 

 います。これが現在の避難者の所在別の⼈数と年 

 代、男⼥⽐分布です。 

 ◆  来⽇避難する⼈たちの変化 

 後程グラフでお⽰ししますが、最初にこどもの 

 命を優先した⺟⼦、続いて⾼齢の夫婦が来⽇しま 

 した。秋以降の⼤規模な攻撃やインフラの直撃、 

 終戦の⾒込が⽴たないことなどで、家族の説得で 

 重い腰をあげた病気の⾼齢者や障がいのある⽅、 

 戦争で家族を失くした⽅、そして18歳の徴兵を⽬ 

 前にした若い男性、「⼼配だが娘⼀⼈だけでも安 

 全なところへ」といった層に、だんだんと変わっ 

 て来ています。⼀⽅で、夏頃からVISAは下りにく 

 くなりました。「正常に戻った」という考え⽅も 

 あるでしょう。想定を越える避難者数、⾝元保証 

 ⼈として⽇本で迎える家族や知⼈の側の課題も少 
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 しずつ顕在化してきたことも影響しています。 

 ◆  もともと⽇本で暮らすウクライナ⼈ 

 戦争前から⽇本で暮らしているウクライナ⼈は 

 ⽇本のバブル期後半から直後にかけて出稼ぎで来 

 ⽇し、興⾏ビザの⽅が⽇本⼈の配偶者を得て永住 

 者になっている⽅々が多いです。次に2014年のク 

 リミア危機の時に逃れて来た⽅々、最近ではIT他 

 を中⼼に専⾨的な職種で国際業務についておられ 

 る⽅など多様です。全体で⾔えば８割近くが⼥性 

 です。コロナによって飲⾷業や観光業、戦争に 

 よってロシア輸出など仕事を失いながら、シング 

 ルマザーが家計を⽀えているという世帯も⾮常に 

 多いです。ウクライナの発展は著しいため、彼⼥ 

 たちと現在の避難者との教育や経済格差、中には 

 ⾃分の仕事を隠したり、ウクライナ語ができない 

 ことを恥じたりするセンシティブな場⾯にも遭遇 

 します。メディア等で取り上げられることは少な 

 いですが、私は彼⼥たちがどれほど厳しい⾃⾝の 

 環境の中で、ウクライナ避難者を⽀えているか、 

 これは忘れてはいけない点だと思います。 

 ◆  ⾝元保証の問題と負担 

 なお、⾝元保証をめぐっては、ヨーロッパを中 

 ⼼に⼈道⽀援を名乗るマッチングサイトで⼈⾝売 

 買に近いことが起こって注意喚起がなされること 

 もありました。⽇本でもインターネットで出会っ 

 たり、⽇本語学校や深い⼈道⽀援の理念から⾝元 

 保証をされる個⼈や団体があります。いずれにし 

 ても、⽂化の違いや、先の⾒えない負担感からす 

 れ違いやトラブルなどもありました。 

 ◆  初動で⾒えてきたこと 

 YMCAでは4⽉に在⽇ウクライナ⼤使館から、在 

 ⽇ウクライナ⼈を⽀えてほしいこと、増加する避 

 難者をウクライナ⽂化に根差したコミュニティ⽀ 

 援をしてほしいことが要請されました。空港に降 

 り⽴つ多くの初期の⺟⼦を迎え続けた経験から、 

 本国に家族を残した⼆重⽣活、IT⼤国で情報だけ 

 でなくオンラインで教育が切れ⽬なく続いている 

 こと、何より「宙に浮いた感じ」と10代が表現し 

 ましたがいわゆるギルティ・シンドロームと⾔わ 

 れる安全なところにいても罪悪感がぬぐえないこ 

 と。⼥性の多くが⼦どもを抱えて避難⽣活の中で 

 も数⽇で「働きたい」と⼝にし、医師、弁護⼠、 

 会計⼠、ITエンジニア、⾼齢者でも建築技師、警 

 察官など、就労意欲と専⾨性の⾼さに気づけたこ 

 とはその後の⽀援活動や関わり⽅にとても参考に 

 なりました。⼀⽅で当時よく放映された通り、⽇ 

 本語の壁、付け加えるなら紙を中⼼とした書類⼿ 

 続きは⾮常に⼤きな困難をもたらしました。５⽉ 

 には、NPO法⼈ビューティフルワールドの⼩野さ 

 ん・ヤーナさんの協⼒を得てオンラインでの⽇本 

 語クラスを開講しました。 

 ◆  東京都との協定 

 6⽉に東京都からお話をいただき、東京都に集中 

 する傾向の避難⺠の、⽣活の⾒守りに関して協定 

 を結び、7⽉から⼀軒ずつお宅を訪ねて⽣活状況・ 

 課題の聴き取り、国や⾏政、⺠間のさまざまな⽀ 

 援策とのマッチングや、基礎⾃治体の⼿続きやゴ 

 ミ出しなどの⽣活ルールを伝え、⼦どもの教育や 

 就学相談などにあたりました。東京都の担当部 

 局、つながり創⽣財団の皆さんは本当に熱意にあ 

 ふれ、私たちが訪問して⾒て来た課題をこのよう 

 に分類しながら適切に⽀援策が⾏き届いている 

 か、何が問題になっているか、誰が困っているか 

 毎週ミーティングをし、基礎⾃治体や国際交流協 

 会、専⾨家にもつないでくださっています。 

 ⽇本財団の⼤きな⽀援策の１回⽬の⽀給までの 

 経済的困窮が重なったのもこの時期で難⺠を助け 

 る会の⽀援や、⽣活保護の適⽤など付き添いをし 

 た時期でもあります。 

 ◆  「⾝寄りのない⼈」のマッチング 

 ⼀⽅、国が進める「⾝寄りのない⼈」が全国の 
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 企業や⾃治体とのマッチングの上で各地で新しい 

 ⽣活を始めた時期でもありました。⽇本⼈が想定 

 していたウクライナの⽣活環境、戦争から逃れて 

 きた悲惨な⼈たちを⽀援したいという善意と、ウ 

 クライナの都市部から来た若い世代の⽣活スタイ 

 ルのギャップなど、課題として⾒え始めたのもこ 

 のころです。私たちがおつなぎして10代の⼥の⼦2 

 名が避難者を安全で環境の良い瀬⼾内に移り住み 

 ましたが、馴染めず、インターネットで助けを求 

 めて東京に出て、私たちも受け⼊れ先に頭を下げ 

 に伺い、安否に気を配るといったこともありまし 

 た。「⾝寄りのない⼈」に限らず、地⽅から東京 

 に移動を希望する避難者は増加傾向にあります。 

 ◆  訪問から聞き取れたこと 

 私たちが⼀軒ずつお宅を訪ねて聴き取り、侵攻 

 から半年でまとめた、避難者の状態をまとめたも 

 のがこちらです。やはり⺟⼦が多いので教育をめ 

 ぐる相談がとても多く、⽇本語学習、⽇本の学 

 校、オンラインでのウクライナの学校というトリ 

 プル・スクール状態での⼦どもの疲れ、多感な 

 ティーン・ネージャーはより深刻でアイデン 

 ティ・クライシスが引きこもりや、極端な愛国⼼ 

 などいまでも相談が続きます。⺟親は専⾨性を⽣ 

 かした仕事につきたいが、⽇本語が出来ない以 

 上、作業労働が多く真夏に体調を崩し、「⾃分が 

 倒れたら誰が⼦どものケアをするか」と辞めてし 

 まうケースもありました。 

 ◆  都営住宅で暮らす避難者のデータから 

 そして今後の課題と⽅策を考えるにあたり着⽬ 

 したいのは世帯構成の割合です。世帯数181軒、前 

 半で申し上げた通り、⼀⼈世帯が昨年夏から増え 

 て来ており、全体の半数を越え、その傾向は続い 

 ています。（この⼆⼈世帯は⺟⼦と⾼齢夫婦で 

 す。） 

 ⼀⼈世帯の年代別内訳ですが、まちまちです。 

 避難が遅れたなんらかの深刻な事情、家族の戦死 

 や懲兵が⽬前に迫った、⾃⾝の病気や障害、経済 

 状況等を抱えながら、⽇本での⽣活に適応してい 

 くための⽇本語学習や、情報収集はこれからにな 

 ります。全体として孤⽴の課題はもちろんです 

 が、避難⽣活のトラウマケアのステージから、戦 

 時下のトラウマを抱えている可能性も⾼いです。 

 私たちは１⽉、戦争が激化したので娘⼀⼈だけ知 

 ⼈を頼って出国したが、来⽇直後には家族全員が 

 戦死し、葬儀のためにとんぼ返りで帰国。ウクラ 

 イナには住む家もなく⽇本に戻り、茫然⾃失の30 

 代⼥性の家に⾏き当たりました。 

 そして特に中⾼年は、現在、私の知る限り、⽇ 

 本に避難してから⼊院、⼿術をされている⽅が都 

 内にも１０名近くおられます。 

 ◆  ⻑期化にあたって 

 ⻑期化にあたっての⾼齢化やストレスによる発 

 病は災害⽀援の経験から⼗分に想定され、⾼額医 

 療費、介護は⼤きな課題になります。親を呼び寄 

 せたが、現在の⼿厚い住宅や⽣活費の⽀援がなく 

 なったあとも、果たして呼び寄せた側の⼦世代が 

 ⼗分に今後の親の⽣活や医療費を⽀えていくこと 

 ができるのか、医療、介護、年⾦の負担について 

 考えます。 

 私たちの活動に、さまざまな専⾨家の皆様から 

 協⼒のお申し出をいただいており、連携していま 

 す。⼀⽅で、社会福祉の分野で、そして教育の分 

 野でも、養成の段階で異⽂化理解や多⽂化共⽣な 

 どの学び、カリキュラムがまだまだ不⼗分です。 

 私たちが7⽉から個別訪問して聴き取り調査した 

 データをいくつかご紹介します。200軒以上を訪問 

 していますが、世帯としてきちんと調査項⽬に基 

 づいて答えて頂けた⽅のものを抽出しまとめてい 

 ます。 

 ・出⾝地 

 ・⾝元保証⼈との関係 

 ・なぜ来⽇したか 

 ・⽇本の⽀援に満⾜しているか 

 ⽇本財団発表のデータがよく報道等で⽤いら 
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 れ、⼀つの調査として⼤変参考になる⼀⽅で、個 

 ⼈での回答、そしてオンラインを⽤いていること 

 で若い世代の回答が多いこと、財政⽀援と結びつ 

 いているという点で他の調査として今回、私たち 

 の聞き取り調査の⼀端を⽰すことにも意味がある 

 と思います。 

 ⼀家族ごとの構成員の事情などをじっくり聞き 

 取ることで⾒えてくることはたくさんあり、3⽉に 

 は専⾨家を⼊れて分析したものを報告する予定で 

 す。そして⾮常に多様性のある世帯や家族が避難 

 していること、夏以降増えている⼀⼈世帯と⾔っ 

 ても年代が異なること。双⽅の異なる⽂化や社会 

 事情を相互理解するための機会、特に⼥性が多数 

 なため、ジェンダーの視点から⽇本の就業や医療 

 福祉の考え⽅などのギャップを制度的にも感情的 

 にも埋めていくことも⻑期的に必要です。 

 ◆  最後に 

 そして最後に、当然ですが⽇本の⽀援には感謝 

 はとてもされています。⼀⽅、不安を抱えて⽣き 

 ている⼈たちが⼤半です。改めて「戦争の恐怖」 

 と「新しい環境への適応の不安」は、⽀援の⼤き 

 さでは消えないほどのものだということを深く⼼ 

 に刻みたいと思います。 

 私たちはこれを、できるだけ多くの⼈たちの 

 ⼒、政府、基礎⾃治体を含む⾏政、国際交流協会 

 や社会福祉協議会、企業、専⾨家、もちろん私た 

 ちNPO等の団体から、お⼀⼈⼀⼈の⼒をネット 

 ワークにして、ウクライナ避難者の⽣の声から積 

 極的に学び、彼らを⽀えることはもちろん、外国 

 ⼈が暮らしやすい社会の実現を進めていくことが 

 できればと願っています。 

 駆け⾜になりましたが、いまこのときも変化す 

 るウクライナ避難者をめぐる概要報告に替えさせ 

 ていただきます。 

 そして、この後、お⼆⼈のパネリストにバトン 

 タッチいたします。 
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